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岡山大学教育学部家政教育講座における
初等家庭科授業研究・内容研究の実践と「教科内容構成力」の育成

─ 小学校教員養成における教科教育と教科内容を統合する授業内容の構築 ─

岡山大学教育学部家政教育講座
（佐藤　　園　・　河田　哲典　・　李　　璟媛　・　関川　　華 *　・　篠原　陽子）

　教員養成では，教育実践を核に据えた「教科教育と教科専門を架橋する研究領域」の確立
が課題となってきた。岡山大学教育学部では「実地教育を核としたコア・カリキュラム」と「教
科内容構成力育成」のための授業科目の連携・統合の取組を行ってきた。本報告では，家政
教育講座で教科教育と教科内容の統合を目指して構築・実践してきた初等家庭科授業研究と
内容研究の平成26年度～平成30年度の「教科内容構成力」の育成を検討した。その結果，受
講生は「教科内容構成力は高まった」と評価していたが，平成28年度以降教員志望度の低い
学生が増え，平成28・30年度では，教員志望度の高い学生との自己評価得点が有意に低いこ
とが明らかになった。

Keywords：教科内容構成力，小学校教員養成，教科教育と教科内容の統合，家庭科

Ⅰ．はじめに－問題の本質と研究の目的－
１ ．今日の教員養成教育の課題と岡山大学教育学部
における取組
　今日，学校教育では，教師の「実践的指導力」が
求められている。しかし，現在の教員養成では，各
教科の目標に合わせて授業を計画・実施・評価する
一連の授業構想・展開力等が等閑視され，教育実践
を核に据えた「教科教育と教科専門を架橋する研究
領域」の確立が課題となってきた。
　これに対し，岡山大学では，ミッションの再定義
により，次の（１）（２）を実現する教育課程により，
実践的指導力を有する教員養成を目的として掲げ，
取組を行ってきた。
（１ ）実践的な能力の育成を目指すコア・カリキュ
ラムの構築と実施１）

　本学部では，平成18年度に教員養成学部に特化
したことを契機に，①学習指導力，②生活指導力，

③コーディネート力，④マネジメント力の４つの教
育実践力を身に付けた創造的かつ反省的な教員養成
を目的として，「実地教育」を核としたコア・カリキュ
ラムを構築した。このカリキュラムにおいて，従来，
実施されていた全ての科目は再編を求められた。特
に教科専門科目では，在り方懇の指摘を踏まえ，小
学校では，指導に必要となる教科の専門的な内容の
みを扱うよう再編を求められ，教科教育科目では，
初等用の「教科指導法開発」が新設された。
（２ ）教科及び教職に関する科目を有機的に結びつ

けた体系的な教育課程の開発と実践２）

　この課題に関しては，平成23 ～ 27年度文部科学
省特別経費による「先進的教員養成プロジェクト」
の一つとして，教科構成学開発事業部会を中心に取
組が進められた。部会では，「教員養成で教科内容
構成をいかに学ばせるか」を，その必要性や先行研
究から検討し，「教科内容構成」開発の主たる課題

岡山大学大学院教育学研究科　生活・健康スポーツ系　700−8530　岡山市北区津島中３−１−１
*近畿大学建築学部　577−8502　東大阪市小若江３−４−１
Examination of “Subject Content Organization Skill” in Practice of Elementary School Home Economics Lesson / 
Content Study in the Okayama University Education Faculty Home Economics Education Course: Construction 
of Lesson Content that Integrates Subject Education and Subject Content in Elementary School Teacher Training
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Division of Life, Health, and Sports Education, Graduate School of Education, Okayama University, 3-1-1 Tsushima-
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*Faculty of Architecture, Kindai Univ., 3-4-1 Kowakae, Higashiosaka 577-8502
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を設定し，それを長期的に考えるプロセス①と短期
的に考えるプロセス②の二段階に分けて考えること
とした。
プロセス①：学校の教育目標を実現するために，各教科
において，学習指導要領とそれに基づいて作成された教
科書に則りながらも，それらを越えて，子どもの発達段
階や学習状況，教科内容の系統性，原理を考慮して，ど
の段階でどのような内容，教材を用いて指導するのが相
応しいのかを検討，計画する。
プロセス②：全体の指導計画の中に位置づけて，それぞ
れの授業の指導案を作成して実施した後，授業を振り返
り改善を行う（教科書教材の再構築，補充および教材の
差し替え等を含む）。

　しかし，それはプロセスの広さ複雑さから，単独
のあるいはいくつかの授業科目でカバーできるもの
ではなく，本学部で実施してきたコア・カリキュラ
ム全体を通してしか指導することができない，とい
う結論に達し，教科内容構成力の育成を目的として，
教育実習・教科教育・教科専門科目を有機的に関連
させていく取組を行っていった（図１参照）。平成
26年度には受講生に教科内容構成力に関するアン
ケート調査を実施し，実際の授業での教科内容構成
力育成の検討を開始した。

２．本報の目的
　この中で，家政教育講座においても，教科教育・
教科内容・教育実習との関連を図る家庭科カリキュ

ラムの構築を試み，平成22年度から実施してきた。
本報告では，家政教育講座での小学校の「教科に関
する科目」の実施状況と検討，および教科教育と教
科内容の統合を目指し授業内容を構築した「初等家
庭科授業研究」と「初等家庭科内容研究」の平成
26 ～ 30年度の実践における「教科内容構成力」の
育成について，学部全体で平成26年度から実施さ
れた「教科内容構成力に関するアンケート」の調査
結果に基づき検討したい。

Ⅱ ．家政教育講座における小学校教員養成における
教科教育と教科内容を統合する授業内容の構築
１ ．家政教育講座における小学校の「教科に関する
科目」の実施状況

（１ ）平成17年度以前の小学校の「教科に関する科目」
　平成17年度以前，小学校の教科に関する科目と
して，家政教育講座では以下の二つの講義を開講し，
何れか一つを選択必修としていた。「家庭A」は教
科内容の被服学と栄養学の教員，「家庭B」は住居
学と調理学の教員が担当し，それぞれ７回ずつ専門
科学の概論を講義し，15回目に試験を行い，単位
を認定していた。

平成17年度以前の小学校の教科に関する科目（家庭）

図１　教員養成コア・カリキュラムにおける教科内容構成力の育成（小学校教育コース）
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（２ ）平成18〜 22年年度の小学校の「教科に関す
る科目」

　平成18 ～ 22年度までは，前述したコア・カリキュ
ラムで示された小学校教科専門の在り方を踏まえ，
小学校学習指導要領に規定されている家庭科の内容
の全てを学べるように，以下の講義を開講した。A
とBは同じ講義内容であり，小学校家庭科学習指導
要領解説・教科書と学習ノートを共通の教材として
用い，教科内容の全教員が，被服４回，食物４回，
住居３回，家族４回の講義を行い，16回目に試験
を実施して，単位を認定していた。しかし，講義内
容は以前と変わりなく，概論中心であった。
平成18年度〜平成22年度の小学校の教科に関する科目（家庭）

２．家政教育講座におけるカリキュラムの構造化３）

　これと同時期に，家政教育講座では，中・高等学
校の教員養成で深刻な問題が生じ，この問題の解決
に向け講座で取組を進めた。平成22年度から，コ
アに「卒業研究」を置き，家庭科教育学・教科内容
学・教育実習が教員養成コア・カリキュラムで育成
すべき４つの教育実践力の中の「①学習指導力」へ
の収斂を目指したカリキュラムの構造化を試みた。
　この中で，小学校の教科専門科についても検討し，
教科教育担当の「初等家庭科授業研究」と連動した
「初等家庭科内容研究」を構想していった。

３ ．「初等家庭科授業研究」と連動した「初等家庭
科内容研究」の構想と実施

（１）「初等家庭科授業研究」の内容と課題

資料１　「初等家庭科授業研究」の内容と課題

　初等家庭科授業研究では，資料１に示すように，
家庭科の目的と内容，授業構成理論を探求し，最後
に現行学習指導要領に示された小学校家庭科の目
標・内容を，「教科のねらいと原理」を枠組みとし
て分析する。その結果，家庭科が道徳のねらいと総

合学習の内容・方法をもっていること，さらに今後
も学習指導要領は改訂されるため，「教師が自己の
責任で学習指導要領・教科書を分析し，その問題点
を克服し，教科としての役割が果たせる家庭科の内
容編成・授業実践を行うこと」を今後の課題として
示し，その方法論のみを提示して授業が終了する。
（２ ）「初等家庭科授業研究」と連動した「初等家庭

科内容研究」の構想と実施
　それを受け，初等家庭科内容研究では，資料２に
示すように，わが国の家庭科で，唯一「科学主義」
で編成された昭和初等31年度版学習指導要領に示
された小学校家庭科の内容を枠組みとして，学生が
実際に現行学習指導要領と教科書に示された内容を
分析し，教科としての家庭科の内容に組み替えてい
くことで，その方法論と不足する教育内容を開発す
る考え方の獲得を目的とした。

資料２　「初等家庭科授業研究」の内容と分析枠組み

　この内容で，平成23年度から授業を実施した結果，
資料３に示すように，学生の授業評価は，従来の内
容研究より高くなり，学生から「具体的に小学校の
内容編成・授業構成がわかった」という意見があっ
た。

資料３　�平成17・20・23年度「初等家庭科内容研究」実施結果：
授業評価アンケート
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（３ ）初等家庭科授業研究・内容研究における教科
内容構成力の検討

　以上の結果を受け，初等家庭科授業研究・内容研
究での教科内容構成力の検討に移った。
　検討の結果，前述した授業実践を伴うプロセス②
は，３年次後期主免教育実習と４年次の教職実践演
習・インターンシップに位置づけ，その前提となる
プロセス①を２年次までの授業で育成することとし
た。そのため，本講座独自に資料４に示すプロセス
①の前提となる10項目の力を設定し，カリキュラ
ムの再検討を行った。
　検討の結果，教科教育の教員による初等家庭科授
業研究（２単位）と，教科教育・教科内容の教員が
TT体制で指導する初等家庭科内容研究（２単位）
で資料４に示した教科内容構成プロセス①の前提と
なる力を獲得できるように内容研究の授業内容を再
構成し，平成24・25年度と実践を重ね，平成26年
度には，評価として教科構成学部会が作成した「教
科内容構成力に関するアンケート調査」を導入した。
資料４　�初等家庭科授業研究＋内容研究教科内容構成プロセス

①の前提となる力

Ⅲ ．平成26〜 30年度実施：初等家庭科授業研究・
初等家庭科内容研究の実践
１．対象者と受講の順序
　授業は，学生の所属専修で２年次生を２グループ
に分けて実施している。
資料５①　�平成26年度：平成25年度入学　２年　小学校教育

コース（161名）

資料５②　�平成27年度：平成26年度入学　２年　小学校教育
コース（161名）

　平成26・27年度は，資料５に示すように授業研
究と内容研究の抱き合わせで授業を行っていたた
め，授業研究から内容研究を，その逆で内容研究か
ら授業研究を学んだグループがあった。これに対し
て学生アンケートでは，「授業研究から内容研究を
学ぶ方が，なぜ，指導要領や教科書を分析する必要
があるのか，という目的を明確にした上で分析を行
うことができる」という意見が多かった。
　その意見を受け，４学期制になった成28年度から，
資料６に示すように，授業研究から内容研究を履修
できるように変更した。その結果，２年次で授業研
究と内容研究の履修を終える学生と，２年次３・４
学期で授業研究を，３年次１・２学期に内容研究を
履修する学生がいる。
資料６①　�平成28年度：平成27年度入学　２年　小学校教育

コース（155名）

資料６②　�平成29年度：平成28年度入学　２年　小学校教育
コース（139名）

資料６③　�平成30年度：平成29年度入学　２年　小学校教育
コース（150名）

２．初等家庭科内容研究の授業の概要
　平成26 ～ 28年度に実施した初等家庭科内容研究
の概要は，以下に示す通りである。テキストとして
は，「小学校学習指導要領解説　家庭編」と小学校
家庭科教科書・家庭科ノート（上・下）（東京書籍）
を用いた。
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（１）第１回「イントロダクション」
資料７①　第１回「イントロダクション」：担当教員全員

　第１回目の授業は，資料７①に示すように，担当
教員全員が出席し，教科教育担当の佐藤が，授業研
究で解明された課題と内容研究の目的，それを達成
するための分析枠組みを用いた分析方法について説
明した。
　その説明に基づき，学生は，昭和31年度版小学
校学習指導要領に示された家庭科の５分野の内容を
枠組みとして，教科書の内容を５分野に分類する第
一段階目の分析を行い，気づきを発表した。
　次に，第二段階目の分析を行うために，被服学担
当の篠原が，教科書の分析方法を説明し，それに基
づき，学生が教科書の衣生活学習の一部を分析した。
「分析が適切に行えているか」を全員で確認した後
に，分析表の作成方法を説明し，教科書の衣生活学
習の部分の分析を行ってくることを次の授業までの
課題として，授業を終了した。
（２）第２〜５回「家庭科内容研究：衣生活」
資料７②　�第２〜５回「家庭科内容研究：衣生活」：被服学専任

教員（篠原）

　資料７②に示すように，第２～５回の授業では，
学生が行った教科書と指導指要領解説の分析と確
認，分析結果の考察，家庭科ノートの分析を行った
後に，作成した内容分析表に基づき，衣生活学習の

内容と被服学の関係を説明した。製作に関しては，
教科書に掲載されているエプロン製作を学生が宿題
で行い，それに基づき解説を加えた。最後に，衣生
活学習のまとめを行い，授業を終了した。
（３）第６〜 13回の授業

資料７③　第６〜 13回の授業

　第６～ 13回は，資料７③に示すように，衣生活
学習と同様の方法で，食物学，家族関係学，住居学
の担当教員が，食生活，家族，住生活，家庭経営の
分析を行った。
（４）第14回「問題点解決のための内容開発研究」
　第14回の授業では，これまでの分析で明らかに
なった問題を，教師レベルで解決する内容開発を教
科教育担当教員が行った。
資料７④　第14回「問題点解決のための内容開発研究」

　資料７④に示すように，開発（１）では，小学校
家庭科で欠落している「住生活学習の目的」を補う
ために探求学習の理論で開発した教授書を学生と共
に追試した。開発（２）では，小学校家庭科で欠落
している「家庭経営学習の目的」を家政学の研究成
果から抽出し，それを子どもに探求させる教材の検
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（３ ）初等家庭科授業研究・内容研究における教科
内容構成力の検討

　以上の結果を受け，初等家庭科授業研究・内容研
究での教科内容構成力の検討に移った。
　検討の結果，前述した授業実践を伴うプロセス②
は，３年次後期主免教育実習と４年次の教職実践演
習・インターンシップに位置づけ，その前提となる
プロセス①を２年次までの授業で育成することとし
た。そのため，本講座独自に資料４に示すプロセス
①の前提となる10項目の力を設定し，カリキュラ
ムの再検討を行った。
　検討の結果，教科教育の教員による初等家庭科授
業研究（２単位）と，教科教育・教科内容の教員が
TT体制で指導する初等家庭科内容研究（２単位）
で資料４に示した教科内容構成プロセス①の前提と
なる力を獲得できるように内容研究の授業内容を再
構成し，平成24・25年度と実践を重ね，平成26年
度には，評価として教科構成学部会が作成した「教
科内容構成力に関するアンケート調査」を導入した。
資料４　�初等家庭科授業研究＋内容研究教科内容構成プロセス

①の前提となる力

Ⅲ ．平成26〜 30年度実施：初等家庭科授業研究・
初等家庭科内容研究の実践
１．対象者と受講の順序
　授業は，学生の所属専修で２年次生を２グループ
に分けて実施している。
資料５①　�平成26年度：平成25年度入学　２年　小学校教育

コース（161名）

資料５②　�平成27年度：平成26年度入学　２年　小学校教育
コース（161名）

　平成26・27年度は，資料５に示すように授業研
究と内容研究の抱き合わせで授業を行っていたた
め，授業研究から内容研究を，その逆で内容研究か
ら授業研究を学んだグループがあった。これに対し
て学生アンケートでは，「授業研究から内容研究を
学ぶ方が，なぜ，指導要領や教科書を分析する必要
があるのか，という目的を明確にした上で分析を行
うことができる」という意見が多かった。
　その意見を受け，４学期制になった成28年度から，
資料６に示すように，授業研究から内容研究を履修
できるように変更した。その結果，２年次で授業研
究と内容研究の履修を終える学生と，２年次３・４
学期で授業研究を，３年次１・２学期に内容研究を
履修する学生がいる。
資料６①　�平成28年度：平成27年度入学　２年　小学校教育

コース（155名）

資料６②　�平成29年度：平成28年度入学　２年　小学校教育
コース（139名）

資料６③　�平成30年度：平成29年度入学　２年　小学校教育
コース（150名）

２．初等家庭科内容研究の授業の概要
　平成26 ～ 28年度に実施した初等家庭科内容研究
の概要は，以下に示す通りである。テキストとして
は，「小学校学習指導要領解説　家庭編」と小学校
家庭科教科書・家庭科ノート（上・下）（東京書籍）
を用いた。
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討を行い，まとめとして，学習指導要領に示された
住居・家庭経営学習の問題点と課題を明らかにした。
（５）第15回「家庭科内容開発：ESD」

資料７⑤　第15回「家庭科内容開発：ESD」

　資料７⑤に示すように，第15回目の授業では，
家庭科の環境問題の学習に欠落している目的を補う
ために，ESDの視点を導入し探求学習の理論で開
発した教授書の追試を学生と共に行った。最後に，
教科内容構成アンケートを行い，その場で回収し，
全15回の授業を終了した。
（６ ）平成29・30年度：住居学担当教員不在による

平成26〜 28年度の実施内容の組み替え
　平成29年度からは，住居学担当教員が不在のため，
資料７①～⑤で実施した内容を，資料７⑥のように
組み替えて内容研究の授業を実施した。
資料７⑥　�平成29・30年度：平成26〜 28年度実施内容の組み

替え

Ⅳ ．平成26〜 30年度実施：初等家庭科授業研究・
初等家庭科内容研究による教科内容構成力育成の
検討
　以上，述べてきた平成26 ～ 30年度に実施した初

等家庭科授業研究と内容研究の授業による教科内容
構成力の育成に関して，検討したい。

１．分析方法
　方法としては，資料８に示す「教科内容構成力ア
ンケート」を用いた。
　アンケートは，５件法で回答させる問１と問３，
自由記述による問２で構成されている。
　問１は，家政教育講座で独自に作成した「教科内
容構成プロセス①の前提となる力：10項目（１～
10）」，学部の教科構成学開発事業部会が作成した「教
科内容構成力（プロセス①＋プロセス②）：９項目（11
～ 19）」，「新しい授業を作る意欲：１項目（20）」，
問２は，「教科内容構成力を高めるために役立った
授業内容」，問３は「教師志望の程度」，について受
講生に自己評価させる内容となっている。
　前述したように，アンケート用紙は，初等家庭科
授業研究・内容研究の全30回の授業終了後に配布し，
その場で受講生に回答させ，回収した。
　アンケートの実施に際しては，調査目的および調
査が成績とは関係がないことを調査用紙に記載する
と共に，口頭で説明し，同意を得た上で実施した。

資料８　教科内容構成力アンケート

２．「教科内容構成力アンケート」調査の結果
（１）検定方法
　授業により伸びた程度を５件法で調査した「教科
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内容構成プロセス①の前提となる力10項目」と「教
科内容構成力（プロセス①＋②）」に関しては，中
央値３「どちらともいえない」を基準として，質問
項目ごとに１サンプルの t検定を行った。
　その結果，有意差が認められた項目は，中央値３
「どちらともいえない」と比べて，有意差があると
判断することができる。
（２ ）「教科内容構成プロセス①の前提となる10項目」
　検定の結果，「教科内容構成プロセス①の前提と
なる力：10項目」に関しては，表１に示すように，
平成26 ～平成30年度の受講生が，初等家庭科授業
研究・内容研究の授業を通して「伸びた」と評価し
ていた。
（３ ）「教科内容構成力（プロセス①＋プロセス②）：
９項目」

　しかし，「教科内容構成力（プロセス①＋プロセ
ス②）：９項目」に関しては，表２に示すように，

平成27年度・平成29年度の受講生は全ての項目の
力が「高まった」と評価しているのに対し，平成
26年度は項目16，平成28年度・平成30年度の受講
生は項目12と項目16に関して「高まったとはいえ
ない」と評価していた。
　この原因を分析すると，平成28年度・平成30年
度は，平成26年度・平成27年度に比べて，全体的
に受講生の自己評価得点が低下していた。その要因
として，教員志望度の影響が考えられた。
　表３に示すように，平成28年度は，教員志望度
の平均値に差が認められ（ANOVA, p<0.05），「教
員になりたい・とてもなりたい」（全体の56％）の
得点が高かった。
　平成30年度は，教員に「全くなりたくない―と
てもなりたい」（Steei-Dwass test, p<0.01），「あま
りなりたくない―とてもなりたい」（p<0.05），受講
生とで，自己評価得点に有意な差が認められた。

表１　教科内容構成プロセス①の前提となる力の高まりへの授業の効果

表２　教科内容を構成する力の高まりへの授業の効果

表３　教員志望度別自己評価得点の平均値
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Ⅴ ．小学校教員養成における教科教育と教科内容を
統合する授業内容の構築と今後の課題
　以上述べてきたように，家政教育講座で教科教育
と教科内容の統合を目的として授業内容を構築した
「初等家庭科授業研究」と「初等家庭科内容研究」
の授業を通して，平成26 ～平成30年度の受講生は，
「教科内容構成プロセス①の前提となる力：10項目」
に関しては，「自らの力が伸びた」と評価していた。
　しかし，「教科内容構成力（プロセス①＋②）：９
項目」に関しては，平成27年度と平成29年度の受
講生は「全項目が高まった」と評価していたのに対
し，平成26年度の受講生は項目16，平成28年度と
平成30年度の受講生は，項目12と項目16の力が「高
まっていない」と評価していた。その原因としては，
平成28年度以降，教員志望度の低い受講生が増え，
特に平成28年度と平成30年度では，志望度の低い
受講生の自己評価得点が低下していたことが捉えら
れた。
　以上から，家政教育講座で教科教育と教科内容の
統合を目的として構築した「初等家庭科授業研究」
と「初等家庭科内容研究」のカリキュラムを学ぶこ
とで，学生は「自分の教科内容構成力が高まった」
と評価していたと言える。
　しかし，今後の課題は二つ考えられる。第一は，
初等家庭科授業研究と内容研究を受講することで
「教科内容構成力が高まった」と評価していた学生
がアンケートに記述していた「まだ自分で授業計画

を立て，授業を実践できるかどうかは自信がない」
という意見である。学生が授業で獲得した教科内容
構成力を実践的指導力としていくための３年次の
「教育実習Ⅲ」や４年次の「教職実践インターンシッ
プ」での実践とその検証に取り組んでいく必要があ
る。第二は，専修別に機械的に行っている授業のク
ラス分けと，年々増える傾向にある教員志望度の低
い学生に対する授業研究と内容研究の授業内容を検
討していくことが課題となると考えられた。
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